


～「万が一のときの国の保障（自営業者・女性編）」～
ねんきん定期便の見方、わかりますか？

ワイズライフＦＰコンサルタント　代表　山中 伸枝

「夫への遺族基礎年金」は？　これまで妻に先立たれても夫には遺族基礎年金が支給されませんで
したが、平成26年4月1日より父子家庭も受給できるようになります。（妻が第三号被保険者の場合は除く）

　自営業の場合、被保険者が亡く

なった際、遺族に支給されるのは

遺族基礎年金のみです。会社員の

ように配偶者が生涯受け取れる遺

族厚生年金や中高齢寡婦加算を遺

族に遺すことはできません。

職業区分によって受け取れる

年金が異なります！

 年金制度は「職業」に応じて３

つに分けられます。会社員・公務

員は第二号被保険者で、国民年金

と厚生年金（公務員は共済年金）

の２つに加入します。支払う保険

料はダブルですが、受け取る年金

もダブルです。第二号被保険者の

配偶者で無職あるいは年収が130

万円未満の方は第三号被保険者

で、国民年金に加入しますが、保

険料免除という特典があります。

　自営業・学生などは第一号被保

険者です。こちらは第三号被保険者

同様国民年金のみの加入ですが、

保険料免除の特典はありません。

遺族年金受給には性別の制限や

年齢制限があることに注意！

　遺族基礎年金の受給対象者は、亡

くなった方に生計を維持されていた

子の母親（妻）、または子（18歳まで）

です。男性が亡くなった場合、受給

対象となる子が１人であれば、年間

約100万円の遺族基礎年金が妻、ま

たは子に支給されますが、女性が亡

くなった場合、夫には遺族基礎年金

は支給されません（※１、豆事典）。

　会社員の場合、配偶者に対して

支給される遺族厚生年金も男性の

被保険者が亡くなった場合、妻は

生涯受給できますが、女性の被保

険者が亡くなった場合、夫の年金

遺族の生活保障資金の

不足分は生命保険で！

 万が一の時に遺族の生活に必要

なお金のうち公的な遺族年金で不

足する部分を埋めるのが民間の生

命保険ですが、上記のようにそも

そも国の遺族年金は、職業や年齢

などにより受給内容に差があるの

です。そのため、保険の加入や見

直しをされる場合は、専門家のア

ドバイスを受けられることをオス

スメします。

自営業者の遺族が受け取れるのは

遺族基礎年金のみ！

 職業による違いは、万が一の時

に遺族が受け取る「遺族年金」に

もあります（表）。

受給資格は妻死亡時に55歳以上

という年齢制限があります（受給

開始は60歳）（※２）。

　また遺族厚生年金を受給できる

妻であっても、30歳未満で子供

がいない場合は、５年間のみの限

定支給です（※３）。また、中高

齢寡婦加算は夫死亡時または遺族

基礎年金受給終了時に40歳以上

の妻が対象です（※４）。

職業区分により受け取れる遺族年金の種類

第一号被保険者

第二号被保険者

第三号被保険者

被保険者の性別

男　性

女　性

男　性

女　性

○
×
○
×
×

×
×
△
△
×

※１

※１ ※２

※3

×
×
△
×
×

※４

遺族基礎年金 遺族厚生年金 中高齢寡婦加算



　企業リスク対策を考える上で、業務災害を起こさない対策と同時に

起こった場合の対策も講じておかなければなりません。労災保険など

の強制保険だけでなく、その上乗せ補償としての任意保険を考えてお

きたいものです。

～労災保険と民事損害賠償②～
ＣＳ労務経営研究所　社会保険労務士　　三宅　直知

「過労死」とは？　暗黙の圧力による長時間残業や休日なしの強制労働の結果、精神的・肉体的
負担で脳溢血や心臓麻痺などを起こし突然死すること。働き盛りのビジネスマンに多い。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 企業の雇用リスク対策シリーズ

●長時間労働を避け、健康管理と

職場の環境管理を的確に行う！

（業務災害防止対策）

　労働者安全衛生法を遵守し、

「安全第一、効率第二」をスロー

ガンに安全・衛生教育を行ってい

けば、安全装置の能力が飛躍的に

向上した現在、業務災害は更に減

少させることができます。また、

心疾患・脳疾患等による「過労

死」や、うつ病等による｢過労自

殺」については、発生させないと

いう強い意志を会社と従業員が持

ち、その対策を確実に講じていけ

ば限りなくゼロに近づけることは

充分可能です。

　しかしながら、事故（ケガ）が

減少する中で「過労死」｢過労自

殺」（疾病）などの発生件数に減

少傾向はみられず、特に｢過労自

殺」は年々増加傾向にあります。

　「過労死」については、平成13

年の｢脳疾患、心臓疾患の認定基

準」の見直しにより「長時間にわ

たる疲労の蓄積」が労災認定基準

に加わり、恒常的な長時間労働と

の因果関係が指摘されました。

　また、「過労自殺」について

は、平成11年、電通事件をきっか

●今や強制保険だけで

業務災害に対応できる

時代ではありません！

（自賠責保険だけで車を運転でき

ますか？ 労災保険だけで人を雇

用できますか？）

　一方、業務災害に対する民事損

害賠償という企業リスク対策を考

える上では、人間の行動パターン

に｢油断」と｢慣れ」が存在する限

り、業務災害は絶対にゼロになら

ないと認識しておくべきです。

　災害についての根本的な考え方

けに「心理的負荷による精神障害

等に係る業務上外の判断指針につ

いて」が作成・公表され、精神疾

患の業務上外の判断の基準と「自

殺」の取り扱いが大きく変わりま

した。

　「過労死」や「過労自殺」を防

ぐには、何よりも長時間労働をさ

せないことと、健康管理や職場の

環境管理を的確に行うことが最も

重要です。

は、「災害は努力すれば二度と起

こらないようにできる」（日

本）、「災害は努力しても技術レ

ベルに応じて必ず起きる」（欧

米）といったように日本と欧米で

は明らかに違っています。企業リ

スク対策を講じる上では欧米の考

え方に立っていなければなりませ

ん。つまり、業務災害はいつか必

ず起こるものとして捉え、起こさ

ない対策と同時に、起こった時の

対策もしておかなければならない

ということです。

　業務災害が起こったとき、会社

は被災労働者または、その遺族の

最大の相談者であらねばなりませ

ん。そして、示談交渉をスムーズ

に行えるだけの経済的裏付けを確

保しておかなければなりません。

そのためには政府労災の上乗せ補

償として「業務災害補償制度」を

設け、その補償を担保する手段と

して損害保険会社の労災総合保険

などに加入し、更に損害賠償請求

に備えて使用者賠償責任保険にも

加入しておく必要があります。

　これは、今や企業経営の常識で

す。強制保険である労災保険だけ

で業務災害に対応できる時代は、

とっくの昔に終わったのです。

任意保険
自動車保険

労災総合保険など

強制保険
自賠責保険
労災保険

自動車を購入したとき
従業員を雇い入れたとき

強制保険と任意保険
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